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関関同立の経済効果
～1995年と2015年の比較～
宮 本 勝　浩
Ⅰ．はじめに
　「関関同立」という言葉は、関西大学、関西学院大学、同志社大学、立命館大学の関西の 4 つ
の私学を指す用語である。「関関同立」の知名度は、関西地域においては抜群であり、各大学と
も 2 万8,000人～ 4 万8,000人前後の学生・生徒を擁する日本有数の私立大学である。「関関同
立」という用語が使われはじめた時代は明確ではないが、昭和30年代の「広辞苑」に掲載され
ているので、それ以前から使われ始めた用語であると考えられる。
　「関関同立」の 4 大学は、前述した関西地域のみならず日本の大学教育において、重要な地位
を占めてきた。第 2 表に示されているように、2015年までに132万5,859人の卒業生を社会に送
り出し、日本のみならず世界に大きな貢献をなしてきている。
　本論文は、「関関同立」が現在ではどれだけの経済効果をつくりだしているか、また20年前と
比べて現代ではどれだけ経済効果が拡大したかを分析したものである。
　分析の結果、関関同立 4 大学の1995年の日本全体における経済効果は4,405億6,993万円であ
り、2015年の経済効果は6,867億2,385万円となった。つまり、20年間で関関同立は経済効果を
1.56倍に増やしたことになる。これは、日本経済全体を考える時、非常に高い成長率であると
言える。
Ⅱ．直接効果の項目
　経済効果とは、直接効果、一次波及効果、二次波及効果を合計したものであり、その合計額
は専門的には「経済波及効果」（一般的には「経済効果」）と呼ばれている。直接効果とは、一
つの事象、イベント、行事、事件、活動、存在などによって、消費者、企業、自治体などが直
接消費する金額の総額のことであり、一次波及効果とは直接効果の原材料などの増加消費金額
のことである。例えば、学生が大学食堂でカレーライスを昼食に食したとすると、カレーライ
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スの売上は直接効果であるが、その学生食堂にカレーライスの材料となる米、肉、ジャガイモ、
玉ねぎなどの原材料を卸している米屋、肉屋、八百屋などの売上も増加する。そのような原材
料の売上増加額が、一次波及効果と呼ばれるものである。そして、二次波及効果とは直接効果
と一次波及効果に関連する企業、事業所、店舗などの経営者、株主、従業員、アルバイトなど
の所得増加が消費に回る金額のことである。例えば、学生食堂の売上が増加して、年末に学生
食堂の従業員、アルバイトの所得が増加すると、その増加した所得が消費にまわる金額のこと
である。これらの一次波及効果、二次波及効果を「産業連関表」を用いて計算し、それらの合
計金額を求めたものが「経済効果」と呼ばれるものである。
　最初に「関関同立」の直接効果の項目を求めてみる。大学の直接効果は大きく分けて、学生・
生徒の消費額、教職員の消費額、そして大学の消費額の 3 項目に分けられる。
1 ．小学・中学・高校生と大学生・大学院生の消費額
2 ．教職員の消費額
3 ．大学の消費額
　次に、直接効果の項目の具体的内容を検討してみる。
1 ．小学・中学・高校生と大学生・大学院生の消費額
　幼稚園児、小学・中学・高校生と大学生・大学院生の消費額に関しては、入学金、授業料な
どが大きい金額であるが、これらの金額は大学の収入となるので、大学の収入として別途計算
する。そうすると、小学・中学・高校生と大学生・大学院生の消費額は、授業料等を除いた日
常の生活費ということになる。大学生・大学院生と小学・中学・高校生の生活費はかなり異な
るし、さらに大学生は自宅通学か下宿通学かによってもかなり異なる。また、幼稚園以下の児
童の消費額は、両親が児童の必要なもの、欲しがるものを購入するので、児童自身の消費額は
ゼロであると仮定する。したがって、本報告書では、小学・中学・高校生と大学生・大学院生
に分けて消費額を計算する。
2 ．教職員の消費額
　教職員の消費額は、教職員の所得に依存する。教員や職員は職階によって所得は異なるが、
大学側から総人件費の金額を入手しているので、この総人件費を用いて計算する。
3 ．大学の消費額
　大学の消費額は、大きく分けて、管理経費支出、設備関係支出、教育研究経費支出、施設関
係支出、人件費支出の項目に分けられている。したがって、本報告書では人件費支出の項目を
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除いた管理経費支出、設備関係支出、教育研究経費支出、施設関係支出を大学の消費額として
計算する。
Ⅲ．1995年と2015年の関関同立
1 ．学生・生徒数
　1995年と2015年の関関同立の付属の小学生、中学生、高校生（専修学校生を含む）、そして大
学・大学院生（短大生を含む）の人数は、第 1 表で示されている。学生・生徒の合計の増加率
は36.7％である。
第 1表　学生・生徒数（単位：人）
小学生 中学生 高校生 大学・大学院生 合計
1995年 0 4,389 8,798 98,424 111,611
2015年 2,658 7,370 11,651 130,810 152,489
出所：各大学の広報課のデータに基づいている。
2 ．大学生・大学院生の卒業生数
　1995年と2015年の関関同立の大学生・大学院生の卒業生は、第 2 表で示されている。増加率
は68.0％である。このように、関関同立は20年間で536,768人の卒業生を送り出している。これ
らの卒業生は関西地域のみならず日本、世界で活躍していて、膨大な経済効果を生み出してい
る。
第 2表　大学生・大学院生の卒業生数（単位：人）
1995年 789,091
2015年 1,325,859
出所：第 1 表と同じである。
3 ． 4 大学の直接消費支出人件費支出
　1995年と2015年の関関同立の大学事業活動消費支出のうち、人件費支出の項目を除いた管理
経費支出、設備関係支出、教育研究経費支出、施設関係支出を大学の直接消費支出と考える。
大学の直接消費支出と人件費支出は、第3表で示されている。増加率はそれぞれ89.8％、77.4％である。
第 3表　大学の直接消費支出と人件費支出
大学の直接消費支出 人件費支出
1995年 538億8,741万円 652億9,267万円
2015年 1,022億8,973万円 1,158億5,526万円
出所：第 1 表と同じである。
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Ⅳ．1995年の 4 大学の経済効果
1 ．中学・高校生と大学・大学院生の消費額
（中学・高校生の消費額）
　1995年には、関関同立は付属の小学校は保有せず、付属の幼稚園、中学校、高等学校を保有
していた。子どもの消費の計算上、幼稚園児の月々のお小遣いは考慮しないので、中学生と高
校生の消費の総額を推定する。当時の関関同立 4 大学の付属の中学生は、第 1 表より4,389人、
高校生は8,798人である。そして、政府、日本銀行、都道府県などと協力している「金融広報中
央委員会」の「子どもとくらしのお金に関する調査」（2016年発表）によると、1995年当時の平
均の小学生のお小遣いの金額は、月平均で中学生は約3,000円、高校生は約7,000円となってい
る。1995年ごろの子どもたちのお小遣いはほぼピークであり、それ以後は徐々に減少傾向にあ
る。これらの数値を適用すると、1995年の関関同立の中学・高校生の消費額は約 8 億9,704万円
となった。
　｛（3,000円 × 4,389人）＋（7,000円 × 8,798人）｝× 12
　　 ＝（13,167,000円 ＋ 61,586,000円）× 12 ＝ 約 8 億9,704万円。
（大学・大学院生の消費額）
　1995年の関関同立の大学生、大学院生の総数は98,424人である。自宅通学、下宿や寮からの
通学の比率は「独立行政法人日本学生支援機構」が2016年 3 月に調査した「平成26年度学生生
活調査」などから、1995年ごろの私立大学生の自宅通学生は58,4％、下宿・寮からの通学生は
41.6％と推定する。この数値を用いると、関関同立の自宅通学生は57,480人、下宿・寮からの
通学生は40,944人となる。関関同立の資料によると、1995年の自宅通学生の月平均の生活費は
57,069円、下宿生（寮生も含む）は128,649円であるので、年間の関関同立の大学生、大学院生
の消費額は約1,025億7,277万円となる。
｛（57,069円 × 57,480人）＋（128,649円 × 40,944人）｝× 12
　　 ＝（3,280,326,120円 ＋ 5,267,404,656円）× 12
　　　　 ＝ 約1,025億7,277万円。
　したがって、1995年の関関同立全学生・生徒の年間の消費額は1,034億6,981万円となる
8 億9,704万円 ＋ 1,025億7,277万円 ＝ 1,034億6,981万円。
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2 ．教職員の消費額
　第 3 表より、教職員の所得の合計は652億9,267万円である。このうち消費に回る金額を調べ
ると、内閣府の「年次経済財政報告」（2010年 7 月）によると、1995年の勤労世帯の平均消費性
向は約74％であるので、このうち483億1,658万円が消費に回ることになる。
652億9,267万円 × 0.74 ＝ 483億1,658万円。
3 ．大学の消費額
　大学事業活動消費支出から人件費支出を差し引いた管理経費支出、設備関係支出、教育研究
経費支出、施設関係支を大学の直接消費額と考える。 4 大学の直接消費額は538億8,741万円と
なる。
4 ．1995年の直接効果
　1995年の 4 大学の直接効果は、中学・高校生と大学生・大学院生の消費額、教職員の消費額、
大学の消費額の合計額で、2,058億7,380万円となる。
1,034億6,981万円 ＋ 483億1,658万円 ＋ 538億8,741万円
　　 ＝ 2,058億7,380万円。
5 ．1995年の 4大学の経済効果
　これまで計算した1995年の 4 大学の直接効果を、総務省内閣府発表の「全国産業連関表」（平
成 7 年版）を用いて、経済効果を計算すると、4,405億6,993万円となる。
第 4表　1995年の 4大学の経済効果
直接効果 2,058億7,380万円
直接効果と一次波及効果 3,314億5,682万円
二次波及効果 1,091億1,311万円
経済効果 4,405億6,993万円
出所：第 1 表と同じである。
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Ⅴ．2015年の 4 大学の経済効果
1 ．小学・中学・高校生と大学・大学院生の消費額
（小学・中学・高校生の消費額）
　2015年の関関同立 4 大学の小学生は2,658人、中学生は7,370人、高校生は11,651人である。
そして、政府、日本銀行、都道府県などと協力している「金融広報中央委員会」の「子どもと
くらしのお金に関する調査」（2016年発表）によると、2015年の平均の小学生のお小遣いの金額
は、月平均約1,000円、中学生は約2,500円、高校生は約5,000円となっている。これらの資料に
基づいて、2015年の関関同立の付属の小学・中学・高校生の年間の消費金額を計算すると約 9
億5,206万円なる。
｛（1,000円 × 2,658人）＋（2,500円 × 7,370人）＋（5,000円 × 11,651人）｝
　　 × 12 ＝（2,658,000円 ＋ 18,425,000円 ＋ 58,255,000円）× 12
　　　　 ＝ 約 9 億5,206万円。
（大学・大学院生の消費額）
　さらに、2015年の関関同立の大学生・大学院生の人数は130,810人である。自宅通学、下宿や
寮からの通学の比率は「独立行政法人日本学生支援機構」が2016年 3 月に調査した「平成26年
度学生生活調査」などから、2015年の私立大学生の自宅通学生は63.3％、下宿・寮からの通学
生は36.7％であった。この数値を用いると、関関同立の自宅通学生は82,803人、下宿・寮から
の通学生は48,007人となる。関関同立の資料によると、2015年の自宅通学生の月平均の生活費
は57,400円、下宿生（寮生も含む）は124,840円であるので、年間の関関同立の大学生、大学院
生の消費額は約1,289億5,303万円となった。
｛（57,400円 × 82,803人）＋（124,840円 × 48,007人）｝× 12
　　 ＝（4,752,892,200円 ＋ 5,993,193,880円）× 12
　　　　 ＝ 約1,289億5,303万円。
　したがって、2015年の関関同立全学生・生徒の年間の消費額は1,299億509万円となる。
9 億5,206万円 ＋ 1,289億5,303万円 ＝ 1,299億509万円。
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2 ．教職員の消費額
　第 3 表より、2015年の教職員の所得の合計は1,158億5,526万円である。このうち消費に回る
のは、内閣府の「年次経済財政報告」（2010年 7 月）によると、2015年の平均消費性向は約74％
であるので、このうち857億3,289万円が消費に回ることになる。
1,158億5,526万円 × 0.74 ＝ 857億3,289万円。
3 ．大学の消費額
　大学事業活動消費支出から人件費支出を差し引いた管理経費支出、設備関係支出、教育研究
経費支出、施設関係支を大学の直接消費額と考える。 4 大学の直接消費額は1,022億8,973万円
となった。
4 ．2015年の直接効果
　2015年の 4 大学の直接効果は、小学・中学・高校生と大学生・大学院生の消費額、教職員の
消費額、大学の消費額の合計額で、3,179億2,771万円となる。
1,299億509万円 ＋ 857億3,289万円 ＋ 1,022億8,973万円
　　 ＝ 3,179億2,771万円。
5 ．2015年の 4大学の経済効果
　これまで計算した2015年の 4 大学の直接効果を、総務省内閣府発表の「全国産業連関表」
（平成23年版）を用いて、経済効果を計算すると、6,867億2,385万円なる。
第 5表　2015年の 4大学の経済効果
直接効果 3,179億2,771万円
直接効果と一次波及効果 5,214億 144万円
二次波及効果 1,653億2,241万円
経済効果 6,867億2,385万円
出所：第 1 表と同じである。
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Ⅵ．まとめ：1995年と2015年の経済効果の比較
第 6表　関関同立 4大学の経済効果
1995年 2015年
4,405億6,993万円 6,867億2,385万円
出所：第 1 表と同じである。
　第 6 表には、関関同立 4 大学の経済効果が示されている。1995年の関関同立 4 大学の日本全
体における経済効果は4,405億6,993万円であり、2015年の経済効果は6,867億2,385万円となっ
ている。つまり、20年間で関関同立は経済効果を1.56倍に増やしたことになる。これは、日本
経済全体を考えると非常に高い成長率である。1995年の日本の国内総生産（GDP）が505兆円、
2015年のGDPが529兆円であったことから、20年間で 5 ％の成長率であったことを思えば、関
関同立の20年間の経済効果の成長率56％は驚異的である。このように、関関同立は関西地域の
みならず、日本全体でも大きな経済効果をもたらしていると言える。関関同立の 4 大学が20年
間で56％という素晴らしい成長率をもたらしたのは、各大学が幼稚園、小学校、中学校、高等
学校などの付属の学校を増設し、定員を増やしたこと、さらに大学・大学院の学部を増設した
ことによる。学生数や生徒数が増加すれば、教職員数や施設、設備の数も増加するからであり、
それらの相乗効果が経済効果の拡大に繋がったのである。
　「関関同立」の 4 大学は、関西地域のみならず日本の大学教育において、重要な地位を占めて
きた。第 2 表にあるように、2015年までに132万5,859人の卒業生を社会に送り出し、日本のみ
ならず世界に大きな貢献をなしてきたと言える。
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